
2025年 5月 19日 

日商「中小企業の賃金改定に関する調査」当所会員回答サマリー 

（2025/4/15～2025/5/16実施、23社回答） 

 

1. 賃上げの実施状況 

⚫ 賃上げを実施予定（52.2%）：業績の改善が見られない中でも賃上げを実施予定の企業は多数存在し、

人材確保・採用、世間相場への対応、物価上昇などが主な理由として挙げられた。 

⚫ 賃上げを見送る予定（13.0%）：売上の低迷、資金面の余力不足、原材料費等のコスト負担増が主な理

由。 

 

2. 基本給の変動 

⚫ 正社員の前年（2024年 4月）と今年度（2025年 4月）の基本給の変動（基本給合計の前年比較比較：

+3.25%）を見ると、上昇傾向にあるが、業績の影響で減少した企業も見られた。 

⚫ パート・アルバイト（時給合計の前年比較：+7.5%）については、企業によって賃金水準の維持、ま

たはわずかな増額が見られる。 

 

3. 賞与・一時金の支給状況 

⚫ 「昨年度を上回る水準で支給予定」とする企業もあった（8.7%）が、「現時点では未定」（17.4%）や

「支給しない（予定含む）」（4.3%）とする企業もあり、対応は分かれた。 

 

4. 中小企業の賃上げや政府の支援策についての意見 

⚫ 中小企業の厳しい現状と不満 

➢ 社会保険料や税負担が重く、賃上げが難しい。 

➢ 物価や光熱費の高騰で経営が圧迫されている。 

➢ 政府が中小企業を軽視しているという不信感がある。 

⚫ 政府支援への不満 

➢ 助成金・補助金は金額が少なく、要件も厳しい。 

➢ 申請手続きが煩雑で、労力に見合わず断念するケースも多い。 

➢ AI導入など新技術への補助金を増やしてほしい。 

⚫ 労働政策への意見 

➢ 最低賃金引き上げには賛成だが、高齢者（65歳以上）の賃金は柔軟に対応すべき。 

➢ 解雇規制の見直しにより、生産性向上の余地がある。 

➢ 賃上げ企業への優遇措置の拡大を希望。 

➢ 賃金や働き方には市場原理を尊重し、過度な介入は避けるべき。 

⚫ 政治に対する不信 

➢ ポピュリズム（票取り）政治を批判。 

➢ 日本は一度どん底にならないと変わらないという諦めや危機感がある。 


